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自然エネルギー財団への疑問（その1） 
－その構造と主張－ 
 
2015/02/09 誤解だらけのエネルギー・環境問題  

竹内 純子 

国際環境経済研究所理事・主席研究員 

 

テレビ東京の再エネ特措法批判 

 

テレビ東京のワールド・ビジネス・サテライトが昨年１１月１７日に放送した特集「国民負担２．７兆円の衝

撃」注 1） はこれまでテレビ等では取り上げられることのなかった切り口で再エネの全量固定価格買取制度の経緯

と現実を伝える内容だった。 

東日本大震災と福島原子力発電所事故を経験し、世論は、東京電力を筆頭とする既存電力事業者への不信感と

反発に満ちていた。そこに再エネ事業の旗手として登場したのがソフトバンクの孫社長だ。再生可能エネルギー

の全量固定価格買取制度導入を訴える集会で、「私の顔を本当に見たくないのであればこの法案だけは通したほう

が良い、という作戦で行こうと思います」と挨拶する菅元総理、それに呼応して「粘り倒して！この法案だけは

絶対に通して欲しい！」と絶叫する孫社長。自民党や公明党も競うように再エネ事業者配慮の修正を主張し、こ

うして成立した再エネ特措法によって、導入からわずか 2 年で、認定された設備が全て稼働すれば 1 年間に消費

者が負担する賦課金が 2.7 兆円と試算されるまでになった。孫社長の笑顔の裏に計算があったのか無かったのか、

それは誰にも分からない。しかし計算であるか本能であるかは問わず、彼は知っているのだ。ゲームに勝つ方法

を。マスコミ報道は物事を断片的にしか伝え得ない、と割り引いて見てもそう思う。 

 

「野村證券が日経新聞を持つ」？ 

 

実はいまから 20 年以上前、孫社長がとある企業の社内講演会で講演したことがあるそうだ。同社は当時、パ

ソコンのパッケージソフトの流通、パソコン専門雑誌の出版、そしてデータネット事業を行っていた。主軸であ

るパッケージソフトの販売戦略について質問された彼は、「我々のビジネスモデルは野村證券が日経新聞を持って

いるようなもの」と答えたというのだ。要は自社が出版する 15 誌ものパソコン専門誌で大きく取り上げるソフ

トを大量に仕入れておけば、それは必ず売れる。「株の世界ではインサイダー取引としてお縄になるが、一般的な

商いの世界では勉強熱心ということになる」というコメントに、ビジネスとはそういうものかと思いつつ共感は

持てなかったため、そのやりとりを鮮明に覚えている、という方から伺った。 

彼一流のサービス精神で口が滑っただけかもしれないし、それから 20 年以上経ついまもそのやり方を踏襲し

ているかどうかはわからない。しかし、昨年秋公益財団法人自然エネルギー財団の方と議論した折に、このエピ

ソードとの共通点を感じたのだ。 

自然エネルギー財団の会長は孫社長が務めており、同財団の方によれば「彼が私財を投じて設立した」そうだ。

同財団は再エネ推進を訴え、全量固定価格買取制度について強い主張をしている。そして孫社長率いるソフトバ
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ンクグループのソフトバンクエナジーは再エネ事業者だ。この構図は「野村證券が日経新聞を持つ」というコメ

ントを彷彿とさせる。 

 

自然エネルギー財団の政策提案への疑問 

 

国民負担が莫大に膨みつつあることからこの制度の見直しが議論されている状況を受け、同財団は「自然エネ

ルギーの持続的な普及に向けた政策提案 2014」と題する提言書を発表している 。しかしその内容には首を傾げ

ざるをえない点が多い。 

 

１）高すぎる買取価格への批判がない  

最大の問題は、バブルとまで言われるほどの認定量急増をもたらした、国際的に見て高すぎる買取価格設定に

ついて全く言及していないことだろう。電力中央研究所社会経済研究所朝野賢司主任研究員が繰り返し指摘され

ている通り注 2） 、ドイツ・イタリア・フランス等 FIT 導入諸国での太陽光発電買取価格は、日本の約半分である。

太陽光発電モジュールは世界的に流通する商品であり、施工に係る人件費や土地代の差を越えて高い買取価格設

定をする理由はどこにもない。事あるごとにドイツを範とせよと主張するのに、この価格差についてなんら言及

がないのでは、その提案書が表題として掲げる「自然エネルギーの持続可能な普及」についてどう考えているの

かと首を傾げたくもなる。 

 

２）導入量が多ければ良いのか  

また、第 1 章「固定価格買取制度開始後の 2 年余りの成果」において、FIT により再生可能エネルギーの導入

量が急増したことを述べ（提案書 P4)、FIT の再エネ普及策としての効果の高さを主張する。しかし導入量の多

寡だけで再エネ普及策を評価することは議論をあまりに単純化している。重要なのはいかにコスト効果高く再エ

ネを普及させるかであり、コストをいくらかけてもよいのであれば、RPS など他の普及策でも導入量を増やすこ

とは可能だ。FIT では、買取価格設定を適切に行えば導入量を適切にコントロールできると主張する向きもある

が、具体的に量をコントルールする手段を持たない政策であるため、各国は過剰に再エネが導入されないよう、

上限を設定するなどの対策を講じ消費者負担の限度を見通せるようにしている。導入量が多いから政策として優

れているという論は、再エネの導入を目的化したものであり、再エネ事業者からの目線に偏りすぎであろう。 

 

あまりに疑問を感じる点が多いので長くなりすぎた。２回に分けて論じることとする。 

 

注1) テレビ東京ホームページには一定期間掲載されている（2015 年 1 月 26 日現在は掲載されている）。 

http://www.tv-tokyo.co.jp/mv/wbs/feature/post_79394/ 

また、番組の紹介・解説記事もあわせて参照いただきたい。 

http://ieei.or.jp/2015/01/takeuchi150109/ 

注2) WEDGE Infinity バブルが始まった太陽光発電 2013 年 4 月 25 日 

http://wedge.ismedia.jp/articles/-/2671?page=2 

注2)%09http:/jref.or.jp/activities/reports_20141219.php
注2)%09http:/jref.or.jp/activities/reports_20141219.php
http://www.tv-tokyo.co.jp/mv/wbs/feature/post_79394/
http://ieei.or.jp/2015/01/takeuchi150109/
http://wedge.ismedia.jp/articles/-/2671?page=2

